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１．はじめに 

歴史的建築物などの既存建築物を用途変更や改修

で有効活用することにより、地域活性化や国際観光

の振興等につなげることが、地方公共団体やまちづ

くり等を行う民間事業者等から求められている。国

総研では、こうした既存建築物活用の取り組みの円

滑化を図るため、防火・避難規定や立地規制等の合

理化・運用円滑化に向けて必要な技術開発に取り組

んでいる。本稿では、本技術開発の概要を紹介する。 

２．技術開発の概要 

(1)建築単体の防火・避難規定の合理化 

 現行の防火・避難規定は、用途ごとに規制内容が

大きく異なるため、既存建築物の用途変更や改修の

際に、規制に適合させることが困難な場合がある。

防火・避難規定全般について、必要な安全性能を確

保すれば用途変更や改修に容易に対応できるよう、

性能規定化に向けた技術開発に取り組んでいる。 

  

写真１ 廃校となった小学校の用途変更例 

(2)地区における火災安全性確保 

歴史的建築物や町並みを保存活用するニーズが高

まる中、現行の防火規定に適合させようとした場合、

木あらわしの外壁や木製サッシ等を使うことなどが

困難になり、風情のある建築物や町並みを維持する

ことが難しい場合もある。そのため、建築物単体や

地区としての防火性能を確保しつつ、緩和と代替措

置を同時に講ずるなどの、現行防火規定の合理化・

運用円滑化を図るための技術開発に取り組んでいる。 

  

写真２ 歴史的な町並み 

(3)市街地環境に配慮した用途規制の合理化 

現行の用途地域制度では、あるべき市街地像の実

現のため用途地域毎に立地可能な用途又は立地でき

ない用途を定めており、これは既存建築物の用途変

更にも適用される（例えば、住宅から物販店や飲食

店への用途変更は第一種低層住居専用地域では店舗

部分が50㎡以下の併用住宅に限定される）。そこで、

既存建築物の用途変更の円滑化に向けて、地方公共

団体の用途変更に係る特例許可等の判断に資する市

街地環境影響の評価技術の開発に取り組んでいる。 

  

写真３ 住宅の飲食・物販店への用途変更例 

３．今後の予定 

国土交通省関係部局、地方公共団体、建築研究所、

学識経験者らとの連携を継続し、技術基準原案、ガ

イドライン等の策定に向け、技術開発を進めていく

予定である。 
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１．研究の背景および目的 

建設分野において、コンクリートに関する品質基

準や試験方法等のJIS（日本工業規格）は、RC構造

物の性能確保に重要な役割を果たしている。近年で

は、強度や耐久性のみではなく、環境配慮やコンク

リートの高性能・高機能化を指向する規格の検討が

行われており、これらの動向を把握しておく必要が

ある。 

２．環境JISの開発状況 

平成10 (1998) 年のJIS Q0064（ISO Guide64:1997）

「製品規格に環境側面を導入するための指針」の制

定、平成14 (2002) 年の「環境JIS策定促進のアクシ

ョンプログラム」策定等の一連の流れを受けて、平

成15 (2003) 年に「建設分野の規格への環境側面の導

入に関する指針」が制定された。これ以降、リサイ

クル材の利用促進を目的に、環境ラベルの規定を追

加する等のJIS改正が行われた。 

JIS A 5308:2014（レディーミクストコンクリート）

では、リサイクル材を利用している場合、環境ラベ

ル（メビウスマーク：図-1）を記載することとなっ

た。リサイクル材の種類は、JIS R 5214（エコセメ

ント）、JIS A 5011（各種スラグ骨材、溶融スラグ

は除く）、JIS A 5021（コンクリート用再生骨材 H）、

混合セメントは規定されてはいないが、混和材料と

して、JIS A 6201（コンクリート用フライアッシュ、

Ⅰ種またはⅡ種）、JIS A 6206（コンクリート用高

炉スラグ微粉末）、JIS A 6207（コンクリート用シ

リカフューム）および回収水（ただし、附属書Cに

適合するもの）である。 

なお、回収骨材もJISに規定されたが、これはリサ

イクル材としては規定されておらず、現状では、建

築分野での使用に際しては、建築基準法第37条（建

築材料の品質）による大臣認定が必要である。 

次に、2011年には、前述の指針の附属書として「附

属書1 コンクリート用スラグ骨材に環境安全品質及

びその検査方法を導入するための指針」が制定され

た。これ以降、JIS A 5011（コンクリート用スラグ骨

材）では、順次、環境安全品質に関わる基準及び検

査方法が規定された。検査項目は、カドミウム、鉛、

六価クロム、ひ素、水銀、セレン、ふっ素、ほう素

の原則8項目であり、含有量

と溶出量が示された。建築

学会および土木学会でも、

関連する仕様書・指針類の

改定等が行われている。 

３．高機能JISの開発状況 

経済産業省の高機能

JIS等整備事業「高機能JIS開発」において、「コン

クリート混合用高機能繊維に関するJIS」や「高機能

型の高性能AE減水剤（増粘剤含有混和剤）の品質・

性能判定基準及び高流動コンクリートの性能評価試

験方法に関するJIS等の開発」等が行われた。前者で

は「コンクリート及びモルタル用合成短繊維」、後

者では「コンクリートのJリングフロー試験方法（図

-2）」と「増粘剤含有

高性能AE減水剤を使

用した高流動コンクリ

ートのワーカビリティ

ーの評価基準」のJIS原

案が策定されている。 

４．まとめ 

 コンクリートに関するJISの制定・改正動向の一部

を紹介した。コンクリートに関するJISは、数も多く、

様々な理由で制定・改正作業が実施されているが、

コンクリート技術の基礎となる基準であり、制定・

改正動向については常に注視していく。 

図-1 メビウスマーク 
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図-2 Jリングフロー試験 
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